
国の教育政策における財政的支援を求める意見書

教員が子どもと向き合う時間の確保による質の高い教育の実現のため、平成

２３年度に、いわゆる「標準法」が改正され、小学校１年生の学級編制基準が

３５人に引き下げられているが、いじめや不登校等、様々な教育課題に対応し、

きめ細やかな教育を推進していくためには、学級編制基準を改正し、小学校第１

学年にとどまっている３５人以下学級を一層拡大する必要がある。

平成２８年度国予算の概算要求では、「アクティブ・ラーニング」のための環

境整備、小学校における専科指導や特別支援教育の充実、さらには、教員以外の

専門スタッフが学校を支える「チーム学校」の推進を図るため、教職員の定数増

が要求されているが、これらの課題に確実に対応するためには、地方の実情を踏

まえた教職員定数の改善が不可欠である。

また、いわゆる「人材確保法」は、学校教育が次代を担う青少年の人間形成の

基本をなすものであることに鑑み、教員の給与について特別の措置を定め、優れ

た人材を確保し、もって学校教育の水準の維持向上に資することを目的に制定さ

れたものであるが、近年、教員給与体系の再構築の動きのもと、教員特有の手当

の削減等が行われてきたところである。

学校教育の成否は教員の資質能力に負うところが大きく、優秀で質が高く、意

欲に溢れた人材を確保することが極めて重要である。

さらに、義務教育に係る教職員の給与等について、義務教育費国庫負担金制度

によりその一部を国が負担するなど、国から一定の支援が行われているが、地方

自治体の財政状況にかかわらず、全国一律に教育の機会均等とその維持向上を図

るためには、国の責務として必要な財源を保障する必要がある。

よって、国においては、次の事項が実現されるよう強く要請する。

１ 今日的な教育諸課題に対応するため、義務教育諸学校及び高等学校の標準法

を改正し、教職員定数の改善を図ること。

２ 教育現場に優れた人材を確保するため、人材確保法を尊重し、教育専門職と

してふさわしい給与・待遇とすること。

３ 教育の機会均等と教育水準の維持向上のために、国が責任をもち義務教育に

係る費用を全額国庫負担とすること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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